
（ 電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項 ）

上記事項につきましては、法令及び当社定款の規定に基づき、書面交付請求をいただい
た株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電
子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。
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第160期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

オーミケンシ株式会社



業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の
適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
①　取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制
　企業行動規範をはじめとするコンプライアンス体制に係る規程を、役職員が法令・定款及び
社会規範を遵守した行動をとるための行動規範とする。また、その徹底を図るため、内部統制
担当部門においてコンプライアンスの取り組みを横断的に統括することとし、同部門を中心に
役職員教育等を行い、コンプライアンスの状況を監査する。これらの活動は定期的に取締役会
及び監査役会に報告されるものとする。また、法令上疑義のある行為等について使用人が直接
情報提供を行う手段として通報窓口を設置・運営する。
②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　文書管理規程をはじめとする社内諸規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書または
電磁的媒体（以下、文書等という）に記録し、保存、管理する。必要に応じて取締役及び監査
役は、これらの文書等を閲覧できるものとする。
③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティ及び輸出管理等に係るリスクにつ
いては、それぞれの担当部署にて、規則・ガイドラインの規定、研修の実施、マニュアルの作
成・配布等を行うものとし、組織横断的リスク状況の監視及び全社的対応は内部統制担当部門
が行うものとする。新たに生じたリスクについては取締役会においてすみやかに対応責任者と
なる取締役を定める。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役会は取締役、使用人が共有する全体的な目標を定め、業務担当取締役はその目標達成
のために各部門の具体的目標及び会社の権限分配・意思決定ルールに基づく権限分配を含めた
効率的な達成の方法を定め、取締役会が定期的に進捗状況をレビューし、改善を促すことを内
容とする全社的な業務の効率化を実現するシステムを構築する。
⑤　当会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　「関係会社管理規程」に基づき、子会社を含めたコンプライアンス体制、リスク管理体制を
整備するとともに、内部通報制度の子会社への適用、及び当社の内部監査部にて子会社の業務
監査を実施する。
⑥　監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項並
びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項
　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役会は監査役と協議の
上、内部監査部を補助すべき使用人として指名することができる。監査役より指名され監査業
務に必要な命令を受けた使用人はその命令に関して、取締役の指揮命令を受けないものとす
る。また、当該使用人の人事評価及び異動については事前に監査役の意見を聴取し決定する。
⑦　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制
　取締役及び使用人は、当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実及び不正行為や
法令並びに定款違反行為を認知した場合の他、経営に係る重要な決定事項、重要な会計方針、
会計基準及びその変更、内部監査の実施状況、重要な月次報告、その他必要な重要事項を法令
及び「監査役会規則」並びに「監査役監査基準」等の社内規程に基づき監査役に報告するもの
とする。
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⑧　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役は重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、取締役会及び経営に
係る重要な会議に出席するとともに、稟議書等業務執行に係る重要な文書を閲覧し、取締役及
び使用人に説明を求めることとする。また監査役は「監査役会規則」及び「監査役監査基準」
に基づく独立性と権限により監査の実効性を確保するとともに内部監査部及び会計監査人と緊
密な連携を保ち監査効率、監査成果の達成を図る。
⑨　業務の適正を確保するための体制の運用状況

当社は、内部統制システムの整備を行い、取締役会において継続的に経営上のリスクについ
て検討をしております。また、必要に応じ業務フローの見直しを実施し、内部統制システムの
実効性を向上させるよう努めています。
内部監査部は「内部統制基本方針」に従い各部門の業務監査を定期的に行い、法令、定款及

び社内規定等に違反している事項がないかを検証しております。常勤監査役についても社内の
各種重要な会議に出席し、業務執行の状況やコンプライアンスについて重大な違反等がないよ
う監視しております。
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（2024年 4 月 1 日から
2025年 3 月31日まで）

（単位：百万円）
株　　主　　資　　本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本
合　　計

2024年４月１日　期首残高 100 5,829 △4,364 △4 1,560

連結会計年度中の変動額

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 300 300

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目の連結会計
年 度 中 の 変 動 額 （ 純 額 ）

連結会計年度中の変動額合計 － － 300 △0 300

2025年３月31日　期末残高 100 5,829 △4,063 △4 1,860

その他の包括利益累計額

純資産合計その他
有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ

損益
為替換算
調整勘定

その他の
包括利益

累計額合計

2024年４月１日　期首残高 15 0 37 53 1,613

連結会計年度中の変動額

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 300

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目の連結会計
年 度 中 の 変 動 額 （ 純 額 ） 4 △1 0 4 4

連結会計年度中の変動額合計 4 △1 0 4 305

2025年３月31日　期末残高 20 △0 38 58 1,919

連結株主資本等変動計算書
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項
⑴　連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 ３社
主要な連結子会社の名称

近絹(上海)商貿有限公司、オーミケンシソリューション株式会社、株式会社宇美フーズ
⑵　主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社の名称
オーミ建設株式会社

連結の範囲から除いた理由
　非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及
び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであ
ります。

２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等

主要な会社等の名称
（非連結子会社）

オーミ建設株式会社
（関連会社）

９　ディグリーズ　エナリー株式会社
持分法を適用していない理由
　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余
金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であ
り、かつ、全体としても重要性がないため持分法を適用しておりません。

⑵　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は近絹（上海）商貿有限公司（12月31日）、株式会社宇美フーズ（２月28日）
を除き連結決算日と一致しております。なお、近絹（上海）商貿有限公司及び株式会社宇美フーズにつ
いては、各社の決算日現在の計算書類を使用して連結決算を行っております。ただし、連結決算日との
間に生じた各社との重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

３．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの………時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等……………………移動平均法による原価法
②デリバティブ………………時価法
③棚卸資産……………………移動平均法による原価法（ただし、販売用不動産の評価については、個別法

による原価法）
なお、連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により
算定

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）

当社　建物（建物附属設備を含む）・構築物…………定額法
建物・構築物以外…………………………………定率法

当社以外の連結子会社
主として定額法

②無形固定資産（リース資産を除く）
　主として定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用
可能期間(５年)に基づいております。
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③リース資産
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④長期前払費用
　定額法を採用しております。

⑶　重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収の可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金
　従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当連結会計年度の負担額を計上しております。

③役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

④環境対策引当金
　ＰＣＢ(ポリ塩化ビフェニル)の処分に係る支出に備えるため、今後発生すると見込まれる金額を計上
しております。

⑷　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
①繰延資産の処理方法

社債発行費…………　社債の償還までの期間にわたり、定額法により償却しております。
②重要なヘッジ会計の方法

１．ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ

２．ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段……………為替予約
ヘッジ対象……………買掛金

３．ヘッジ方針
　リスク管理方針に関する社内規定に従い、ヘッジ対象の為替変動リスクを回避することを目的と
しております。

４．ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの相場変動額又はキャッシュ・フロー変動額を基礎にし
て、ヘッジの有効性を評価しております。

③退職給付に係る会計処理の方法
　当社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退
職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

④収益及び費用の計上基準………当社及び連結子会社の主な事業は繊維事業、不動産賃貸事業、食品事
業、ソフトウェア開発事業であります。当社及び連結子会社では、主に
完成した製品や役務を顧客に供給することを履行義務としており、原則
として完成した製品や役務を顧客に引き渡した時点で収益を認識してお
ります。なお、ソフトウェア開発事業における長期工事契約のうち、一
定の期間にわたり履行義務が充足されると判断される場合については、
履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。進捗度
の測定は、各報告期間の期末日までに発生した工事原価が、予想される
工事原価の合計に占める割合に基づいて行っております。

⑤控除対象外消費税等の会計処理
　資産に係る控除対象外消費税額等のうち、税法に定める繰延消費税額等は繰延消費税等に計上のうえ
５年間で均等償却し、繰延消費税額等以外は発生年度に費用処理しております。

⑥グループ通算制度を適用しております。
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棚卸資産 3百万円
有形固定資産 12,205百万円

計 12,209百万円

短期借入金 6,557百万円
１年内償還予定の社債 80百万円
長期借入金 280百万円

計 6,918百万円
２．有形固定資産の減価償却累計額 3,008百万円

普通株式 6,602千株
Ａ種優先株式 2,000千株

２．会計上の見積りに関する注記
固定資産減損損失の認識の要否

⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
土地12,580百万円、建物及び構築物292百万円

⑵　重要な会計上の見積りに関するその他の情報
　当社は事業再構築策の実行による収益改善の取り組みを進めており、不採算事業からの撤退を行って
おります。不動産は賃貸もしくは売却を目的とする資産として活用する予定としており、一部の区画に
ついては既に売却しております。
　工場跡地について、当連結会計年度末においては不動産鑑定評価に基づく金額等により、回収可能価
額が簿価を上回るため減損損失の認識は不要と判断しておりますが、計画変更等によって、多額の土壌
改良費等が発生した場合に、翌連結会計年度の連結計算書類において認識する金額に重要な影響を及ぼ
す可能性があります。

３．連結貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産及び担保に係る債務

⑴　担保に供している資産

⑵　担保に係る債務

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

２．剰余金の配当に関する事項
該当事項はありません。
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連結貸借対照表
計上額(＊) 時価（＊） 差 額

⑴　投資有価証券

　　その他有価証券 39 39 -

⑵　社債 (80) (80) -

⑶　長期借入金 (280) (280) -

⑷　リース債務 (277) (275) △1

⑸　預り敷金保証金 (1,007) (676) △330

時価

区分 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 39 － － 39

５．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等を中心に行っており、資金調達については主に銀行
等金融機関からの借入により行っております。

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。ま
た、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

借入金及び社債の使途は運転資金及び設備投資資金であります。
２．金融商品の時価等に関する事項

2025年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額33百万円）は「その他
有価証券」に含めておりません。また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形、売掛金、支払手形、
買掛金、短期借入金については短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略し
ております。

(単位：百万円）

(＊) 負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベ

ルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時

価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

⑴　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

社債 －    80 －    80

長期借入金 －    280 －    280

リース債務 －    275 －    275

預り敷金保証金 －    676 －    676

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末の時価

(百万円)当連結会計年度期首残高
(百万円)

当連結会計年度増減額
(百万円)

当連結会計年度末残高
(百万円)

15,966 △3,221 12,745 15,916

⑵　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券
　　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その
　時価をレベル１の時価に分類しております。
社債（１年内償還予定を含む）
　　元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算
　定しており、レベル２の時価に分類しております。
長期借入金、リース債務（短期リース債務を含む）
　　これらの時価は、元利金の合計額を同様の新規借入、又はリース取引を行った場合に想定される利率
　で割り引いて算定する方法によっており、レベル２の時価に分類しております。
預り敷金保証金
　　預り敷金保証金は、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に準じた利率で割り引
　いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

６．賃貸等不動産に関する注記
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の連結子会社では、兵庫県や岐阜県その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的とし
て賃貸土地や賃貸建物を所有しております。
　当連結会計年度における賃貸等不動産に関する賃貸損益は965百万円(賃貸収益は売上高に、主な賃貸費
用は売上原価に計上)、固定資産売却益は1,271百万円（特別利益に計上）、固定資産廃棄損は4百万円（特
別損失に計上）、減損損失は493百万円（特別損失に計上）であります。

２．賃貸等不動産の時価等に関する事項

(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２．当連結会計年度増減額のうち、主な減少額は不動産の売却であります。
３．当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づ

く金額、その他の物件については「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額等(指標等を用
いて調整を行ったものを含む)であります。
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報告セグメント その他
（注） 合計

繊維 不動産 食品 計
繊維原料 915 － － 915 － 915

繊維製品 772 － － 772 － 772

食品 － － 135 135 － 135

その他 － － － － 342 342
顧客との契約から
生じる収益 1,688 － 135 1,824 342 2,167

その他の収益 － 1,240 － 1,240 － 1,240

外部顧客への売上高 1,688 1,240 135 3,064 342 3,407

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 281

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 336

契約資産（期首残高） －

契約資産（期末残高） 71

契約負債（期首残高） 87

契約負債（期末残高） 89

１株当たり純資産額 139円33銭
１株当たり当期純利益 45円61銭

純資産の部の合計額 1,919百万円
純資産の部の合計額から控除する金額 1,000百万円
　（うち優先株式払込金額） (1,000百万円)
普通株式に係る期末の純資産額 919百万円
1株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式数 6,597千株

７．収益認識に関する注記
1．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。
（単位：百万円）

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ソフトウェア開発・販売等
を含んでおります。

2．収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項　３．会計

方針に関する事項　⑷　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項　④収益及び費用の計上基
準」に記載のとおりであります。
3．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

(1)　契約資産及び契約負債の残高等
（単位：百万円）

(2)　残存履行義務に配分した取引価格
該当事項はありません。

８．１株当たり情報に関する注記

　（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
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用途 場所 種類 減損損失

当社遊休資産 兵庫県加古川市 土地 385百万円

当社遊休資産 岐阜県大垣市 土地 105百万円

９．減損損失に関する注記
　当社グループは、以下の主要な資産グループについて減損損失を計上しました。

　当社グループは、原則として、事業用資産については継続的に損益を把握している管理会計の区分に基
づき、賃貸物件については物件別、その他については事業別等の単位によりグルーピングしております。
また、遊休資産等については個別に取り扱っております。
　当連結会計年度において、事業の用に供していない遊休資産のうち、時価が著しく下落した資産グルー
プの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上いたしました。
　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、建物及び土地については不
動産鑑定評価等により評価しております。
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（2024年 4 月 1 日から
2025年 3 月31日まで）

（単位：百万円）
株　　　　　　主　　　　　　資　　　　　　本

資 本 金

資　　本　　剰　　余　　金 利　益　剰　余　金

自己株式 株主資本
合　　計資 本

準 備 金
そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

そ　の　他
利益剰余金 利 益

剰 余 金
合 計繰越利益

剰 余 金

2024年４月１日　期首残高 100 25 5,804 5,829 △4,172 △4,172 △4 1,752

事業年度中の変動額

当 期 純 利 益 116 116 116

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の事業
年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 )

事業年度中の変動額合計 － － － － 116 116 △0 116

2025年３月31日　期末残高 100 25 5,804 5,829 △4,056 △4,056 △4 1,868

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券

評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算
差額等合計

2024年４月１日　期首残高 15 0 16 1,768

事業年度中の変動額

当 期 純 利 益 116

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目の事業
年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 ) 4 △1 3 3

事業年度中の変動額合計 4 △1 3 119

2025年３月31日　期末残高 20 △0 19 1,888

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法
⑴　有価証券

①　関係会社株式…………移動平均法による原価法
②　その他有価証券

（イ）市場価格のない株式等以外のもの……時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定）

（ロ）市場価格のない株式等…………………移動平均法による原価法
⑵　デリバティブの評価基準及び評価方法………時価法
⑶　棚卸資産の評価基準及び評価方法……………移動平均法による原価法（ただし、販売用不動産の評価に

ついては、個別法による原価法）
なお、貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法により算定

２．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く）

建物（建物附属設備を含む）・構築物……………定額法
建物・構築物以外……………………………………定率法

⑵　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
(５年)に基づいております。

⑶　リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
⑷　長期前払費用

　定額法を採用しております。
３．引当金の計上基準

⑴　貸倒引当金
　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収の可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

⑵　賞与引当金
　従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当事業年度の負担額を計上しております。

⑶　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しており
ます。

⑷　役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

⑸　環境対策引当金
　ＰＣＢ(ポリ塩化ビフェニル)の処分に係る支出に備えるため、今後発生すると見込まれる金額を計上
しております。

４．収益及び費用の計上基準
当社の主な事業は繊維事業、不動産賃貸事業、食品事業、ソフトウェア開発事業であります。当社では、

主に完成した製品や役務を顧客に供給することを履行義務としており、原則として完成した製品や役務を顧
客に引き渡した時点で収益を認識しております。なお、ソフトウェア開発事業における長期工事契約のう
ち、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断される場合については、履行義務の充足に係る進捗度
に基づき収益を認識しております。進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生した工事原価が、予想
される工事原価の合計に占める割合に基づいて行っております。
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５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
⑴　繰延資産の処理方法

社債発行費……社債の償還までの期間にわたり、定額法により償却しております。
⑵　重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段………為替予約
ヘッジ対象………買掛金

③　ヘッジ方針
　リスク管理方針に関する社内規定に従い、ヘッジ対象の為替変動リスクを回避することを目的とし
ております。

④　ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの相場変動額又はキャッシュ・フロー変動額を基礎にして、
ヘッジの有効性を評価しております。

⑶　控除対象外消費税等の会計処理
　資産に係る控除対象外消費税額等のうち、税法に定める繰延消費税額等は繰延消費税等に計上のうえ
５年間で均等償却し、繰延消費税額等以外は発生年度に費用処理しております。

⑷　グループ通算制度を適用しております。

２．会計上の見積りに関する注記
固定資産減損損失の認識の要否

⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額
土地12,566百万円、建物及び構築物258百万円

⑵　重要な会計上の見積りに関するその他の情報
　連結計算書類に記載している内容と同様であります。

関係会社貸付金
⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額

　長期貸付金　1,760百万円
⑵　重要な会計上の見積りに関するその他の情報

関係会社に対する貸付債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能と認められる部分につ
いては貸倒引当金を計上することとしております。それらの見積りが変動した場合に、翌事業年度の計
算書類において認識する金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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１．関係会社に対する短期金銭債権 350百万円
関係会社に対する長期金銭債権 1,760百万円
関係会社に対する短期金銭債務 181百万円

棚卸資産 3百万円
有形固定資産 12,115百万円

計 12,119百万円

短期借入金 6,557百万円
１年内償還予定の社債 80百万円
長期借入金 280百万円

計 6,918百万円
３．有形固定資産の減価償却累計額 2,144百万円

営業取引による取引高
売上高 68百万円
仕入高 465百万円

営業取引以外の取引高 5百万円

普通株式 ５千株

３．貸借対照表に関する注記

２．担保に供している資産及び担保に係る債務
⑴　担保に供している資産

⑵　担保に係る債務

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

５．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

６．税効果会計に関する注記
　1.　繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、減損損失、役員退職慰労引当金、賞与引当金及び繰

越欠損金などであり、繰延税金負債の発生の主な原因は土地評価差額であります。
　　　なお、繰延税金資産については、全額評価性引当額を計上しております。
　　　2026年4月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引上げ等が行われることとなりました。これ

に伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は2025年4月１日に開始する事業
年度に解消が見込まれる一時差異等については従来の34.6％、2026年4月１日に開始する事業年度以降に
解消が見込まれる一時差異等については、35.4％となります。

　　　この税率変更により、繰延税金負債の金額は99百万円増加し、法人税等調整額が99百万円増加しその他
有価証券評価差額金が0百万円減少しております。

　2.　当社は、グループ通算制度を適用しております。これに伴い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の
会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」
（実務対応報告第42号2021年8月12日）に従っております。
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種 類 会 社 等 の
名 称

議決権等の所有割合
(％)

関連当事者と
の 関 係

取 引
内 容

取 引 金 額
( 百 万 円 ) 科 目 期 末 残 高

( 百 万 円 )

子会社 株式会社
宇美フーズ

所有
直接100.0

資金の貸付

債務被保証

資金の貸付
（注1）

借入金に対する
債務被保証

（注2）

80

106

長期貸付金

―

1,760

－

子会社 近絹（上海）
商貿有限公司

所有
直接100.0

当社製品の販
売

レーヨン綿等
の販売

（注3）
68 売掛金 264

１株当たり純資産額 134円68銭
１株当たり当期純利益 17円66銭

純資産の部の合計額 1,888百万円
純資産の部の合計額から控除する金額 1,000百万円
　（うち優先株式払込金額） (1,000百万円)
普通株式に係る期末の純資産額 888百万円
1株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式数 6,597千株

用途 場所 種類 減損損失

遊休資産 兵庫県加古川市 土地 385百万円

遊休資産 岐阜県大垣市 土地 105百万円

７．関連当事者との取引に関する注記
子会社等

　　取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）資金の貸付については、グループ通算制度適用子会社のため利息を請求しておりませ

ん。また、長期貸付金については、1,576百万円の貸倒引当金を計上しております。
（注２）債務被保証は金融機関からの借入によるものであり、保証料のやりとりは行っており

ません。
（注3）レーヨン綿等の販売については、市場価格等を勘案し、価格交渉の上で決定しておりま

す。また、売掛金については、82百万円の貸倒引当金を計上しております。

８．収益認識に関する注記
（収益を理解するための基礎となる情報）

収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 ４．収益及び
費用の計上基準」に記載のとおりであります。

９．１株当たり情報に関する注記

　（注）1株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

１０．減損損失に関する注記
　当社は、以下の主要な資産グループについて減損損失を計上しました。

　当社は、原則として、事業用資産については継続的に損益を把握している管理会計の区分に基づき、賃
貸物件については物件別、その他については事業別等の単位によりグルーピングしております。また、遊
休資産等については個別に取り扱っております。
　当事業年度において、事業の用に供していない遊休資産のうち、時価が著しく下落した資産グループの
帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上いたしました。
　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、建物及び土地については不
動産鑑定評価等により評価しております。
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